
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口 面積 山村 半島 過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

伊豆市、伊豆の国市

令和7年4月1日

令和14年3月31日

令和6年12月17日

山村地域：伊豆市（一部山村）、半島地域：伊豆市（伊豆中南部地域）、
過疎地域：伊豆市（全部過疎）

伊豆市、伊豆の国市、伊豆市伊豆の国市廃棄物処理施設組合

458.59

74,390

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※

伊豆市伊豆の国市廃棄物処理施設組合
（設立　平成27年４月１日）

7年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

伊豆市・伊豆の国市地域循環型社会形成推進地域計画（第３期）

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

構成市町村等
（作成者）名
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

伊豆市、伊豆の国市

④市町村・品目により異なる（詳細は下記に記載）

静岡県一般廃棄物処理広域化マスタープランにおいて、伊豆市、伊豆の国市は東部地域に属している。
マスタープランでは、R4～R13の期間では現状の両市による処理体制の継続、R14～R34の長期的な期間で
は、両市及び伊東市による処理の広域化が望ましいとされている。当面の間は現状の処理体制を維持
し、東部地域に属する周辺自治体と十分な協力・連携をとりながら、更なる広域化の検討を進めてい
く。

静岡県一般廃棄物処理広域化マスタープラン

○

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実
施

備考

実施予定の場
合 伊豆市

令和６・７年度独自ルートにて資源化を実施。
令和８年度プラ法32条又はプラ法33条による資源化を実施。

伊豆の国市
令和７・８年度独自処理。
令和９年度プラ法33条による資源化を目指す。

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

仮置場設定状況
伊豆市
・災害廃棄物発生量、災害廃棄物置き場に必要な面積は算定済み、候補地は検
討中
伊豆の国市
・災害廃棄物発生量、災害廃棄物置き場に必要な面積は算定済み、候補地は長
岡体育館北側調整池

伊豆市(伊豆市災害廃棄物処理計画）
伊豆の国市(伊豆の国市災害廃棄物処理計画）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況

未策定の構成市（策定予定時
期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和14年度 現状比

75,161 67,641 -10.0%

8,473 6,206 -26.8%

17,113 15,462 -9.6%

506 490 -3.2%

　その他排出量（トン） 503 521 3.6%

　⑤総排出量（トン） 26,089 22,189 -14.9%

948 899 -5.2%

　再生利用量 4,613 4,545 -1.5%

18% 20%

　最終処分量 2,550 1,887 -26.0%

10% 9%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 8,304 7,203

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋その他排出量の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

・その他排出量には集団回収量を含む。
・クリーンセンターいずでは、ごみ焼却で発生した熱を利用して発電をしている。発電し
た電気は施設で利用後、余剰電力は売電する。

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）



予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

26,089 t

リサイクル率

17.7%

処理残さ量

5,197 t

排出量 計画処理 20.3%

25,586 t

100.0% 減量化量

18,926 t

自家処理量 74.0% 最終処分量

2,550 t

10.0%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和14年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

22,189 t

リサイクル率

20.5%

処理残さ量

4,412 t

排出量 計画処理 20.4%

21,668 t

100.0% 減量化量

15,757 t

自家処理量 72.7% 最終処分量

0 t 1,887 t

8.7%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

4,545 t

336 t

1.8%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

2,910 t1,114 t

1,127 t

503 t 4,613 t

25,586 t
24,123 t 2,214 t

521 t

0 t

直接資源化量

21,668 t
1,502 t

13.4%

6.9%

5.1%

93.1%

20,169 t

385 t

1.3%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,983 t

11.7%

94.3%

4.4%

8.7%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量
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（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和5年度 令和14年度 現状比

4,315 3,325 -22.9%

5,784 4,926 -14.8%

288 309 7.3%

10,387 8,560 -17.6%

1,804 1,779 -1.4%

17% 21%

1,038 821 -20.9%

10% 10%

現状

令和5年度 令和14年度 現状比

4,158 2,881 -30.7%

11,329 10,536 -7.0%

215 212 -1.4%

15,702 13,629 -13.2%

2,809 2,766 -1.5%

18% 20%

1,512 1,066 -29.5%

10% 8%

目標

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

伊豆市

伊豆の国市

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

現状の処理体制
生活系ごみと同様に可燃ごみはクリーンセンターいずで、粗大ごみ・資源ごみ・不燃ごみは各市が所有
する処理施設での処理を行う。
今後の処理体制
今後も生活系ごみの区分と同様に処理を行う。

上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、
表４のとおり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。
現状の処理体制
可燃ごみ：伊豆市・伊豆の国市で排出された可燃ごみはクリーンセンターいずで処理を行っている。
粗大ごみ・資源ごみ・不燃ごみ：伊豆市では伊豆市リサイクルセンターや伊豆市土肥リサイクルセン
ターでの処理を行っている。処理ができない不燃ごみは年川最終処分場にて埋立処分、焼却灰は一部を
柿木最終処分場、多くは委託により民間事業者が県外にて埋立処理している。伊豆の国市では、仮設長
岡リサイクルセンター、大仁清掃センター、大仁リサイクルセンター、韮山リサイクルプラザで処理を
行っている。中間処理ができない不燃ごみは、大仁最終処分場にて埋立処理を行う。
今後の処理体制
可燃ごみはクリーンセンターいずで処理され、粗大ごみ・資源ごみ・不燃ごみは各市が所有する中間処
理施設や最終処分場、民間事業者による委託で処理を行う。伊豆市では令和７年度より新リサイクルセ
ンターの稼働が開始する。また、伊豆の国市では最終処分場の再生事業や新リサイクルセンター建設を
行うことでごみの適正処理を継続して行う。

ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後
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表２　伊豆市・伊豆の国市地域の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼
却

クリーンセン
ターいず

可燃ごみ
焼
却

発電
クリーンセン
ターいず

（焼却残
渣）柿木最
終処分場・
民間事業者

粗大ごみ

リ
サ
イ
ク

ル

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

粗大ごみ

リ
サ
イ
ク

ル 破砕・選別

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

ダンボー
ル・古紙・
紙パック

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
ダンボー
ル・古紙・
紙パック

リ
サ
イ
ク

ル 再資源化

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

容器包装プ
ラスチック
類

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
容器包装プ
ラスチック
類

リ
サ
イ
ク

ル 再資源化

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

蛍光灯・電
球・乾電池

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
蛍光灯・電
球・乾電池

リ
サ
イ
ク

ル 再資源化

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

廃食油

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者 廃食油

リ
サ
イ
ク

ル 再資源化

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

ビン・ガラ
ス

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
ビン・ガラ
ス

リ
サ
イ
ク

ル 選別

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

缶・その他
金属

リ
サ
イ
ク

ル

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

缶・その他
金属

リ
サ
イ
ク

ル
選別・圧
縮・解体

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

陶器・瀬戸
物（燃やせ
ないごみ）

埋
立

年川最終処分
場

陶器・瀬戸
物（燃やせ
ないごみ）

埋
立

年川最終処分
場

ペットボト
ル

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
ペットボト
ル

リ
サ
イ
ク

ル 選別・圧縮

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

発泡スチ
ロール・ト
レー

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
発泡スチ
ロール・ト
レー

リ
サ
イ
ク

ル 選別

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

古着類

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者 古着類

リ
サ
イ
ク

ル
選別・リ
ユース

伊豆市リサイ
クルセンター
伊豆市土肥リ
サイクルセン
ター

民間事業者

現 状（　R5　年度） 今 後（　R14　年度）

伊豆市
分別区分 処理方法

処理施設等
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分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼
却

クリーンセ
ンターいず

可燃ごみ
焼
却

発電
クリーンセ
ンターいず

(焼却残渣)
民間事業者

プラスチッ
ク容器包装

リ
サ
イ
ク

ル

韮山リサイ
クルプラ
ザ、大仁リ
サイクルセ
ンター

プラスチッ
ク容器包装

リ
サ
イ
ク

ル
選別・圧
縮・梱包

新リサイク
ルセンター

民間事業者

新聞・雑
誌・ダン
ボール・紙
パック・そ
の他の紙

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者

新聞・雑
誌・ダン
ボール・紙
パック・そ
の他の紙

リ
サ
イ
ク

ル 選別・梱包 民間事業者 民間事業者

古着・発泡
スチロール

リ
サ
イ
ク

ル
大仁リサイ
クルセン
ター

発泡スチ
ロール

リ
サ
イ
ク

ル 選別・梱包
新リサイク
ルセンター

民間事業者

缶類・その
他の金属・
乾電池

リ
サ
イ
ク

ル
韮山リサイ
クルプラザ

缶類・その
他の金属

リ
サ
イ
ク

ル
選別・破
砕・圧縮

新リサイク
ルセンター

民間事業者

その他のプ
ラスチック

焼
却

クリーンセ
ンターいず

その他のプ
ラスチック
粗大ごみ
（プラス
チック系）

リ
サ
イ
ク

ル
選別・破
砕・圧縮

新リサイク
ルセンター

民間事業者

ペットボト
ル

リ
サ
イ
ク

ル

韮山リサイ
クルプラ
ザ、大仁リ
サイクルセ
ンター

ペットボト
ル

リ
サ
イ
ク

ル
選別・圧
縮・梱包

新リサイク
ルセンター

民間事業者

びん類

リ
サ
イ
ク

ル
大仁リサイ
クルセン
ター

びん類

リ
サ
イ
ク

ル 選別
新リサイク
ルセンター

民間事業者

蛍光灯

リ
サ
イ
ク

ル
大仁清掃セ
ンター

蛍光灯
乾電池

リ
サ
イ
ク

ル 再資源化
新リサイク
ルセンター

民間事業者

不燃ごみ
埋
立

大仁最終処
分場

不燃ごみ
埋
立

選別・破
砕・圧縮

新リサイク
ルセンター

長岡最終処
分場

粗大ごみ
（木質系・
プラスチッ
ク系）

焼
却

クリーンセ
ンターいず

粗大ごみ
（木質系）

焼
却

発電
クリーンセ
ンターいず

民間事業者

粗大ごみ
（布団等）

リ
サ
イ
ク

ル 民間事業者
粗大ごみ
（布団等）

リ
サ
イ
ク

ル
選別・再資
源化

新リサイク
ルセンター

民間事業者

粗大ごみ
（剪定枝）

リ
サ
イ
ク

ル
資源循環セ
ンター農土
香

生ごみ
粗大ごみ
（剪定枝）

リ
サ
イ
ク

ル
破砕・堆肥
化

資源循環セ
ンター農土
香

廃食用油
リ
サ
イ

ク
ル

民間事業者 廃食用油
リ
サ
イ

ク
ル

再資源化
新リサイク
ルセンター

民間事業者

現 状（　R5　年度） 今 後（　R14　年度）

伊豆の国市
分別区分 処理方法

処理施設等
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
新リサイクルセン

ター

事業主体 伊豆の国市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

施設老朽化のため

施設種別 リサイクルセンター

処理方式 破砕・選別・圧縮

処理能力（単位） 14（t/5h)

事業期間 R11～R13

竣工（事業完了）予定年月 R14.3

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
未定

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

・プラスチック類
・紙類
・古着類
・発泡スチロールト
レー
・缶類
・その他金属
・乾電池
・ペットボトル
・びん
・蛍光灯
・リサイクル不適物
・粗大ごみ類
・燃やせるごみ

備考

ストックヤードはリ
サイクルセンターの
付属施設として使用

予定
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表３－Ｅ　適正な最終処分のための整備事業

事業番号 2

施設名称
長岡一般廃棄物最終

処分場

事業主体 伊豆の国市

工種 再生事業

事業目的
（新設等の理由）

最終処分場の延命化
のため

埋立て場所 山面

型式及び処理方式 サンドイッチ工法

処分場総面積 2554㎡

処分場埋立面積 2000㎡

処分場埋立容積 3749㎥

事業期間 R9～R11

竣工（事業完了）予定年月 R12.3

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

埋立期間 15年

埋立開始（予定）年月 R12.4

埋立終了（予定）年月 R27.3

跡地利用計画 未定

備考
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

関連する本体事業の番
号

2 1 1 1 1 1

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆の国市

事業目的 最終処分場の延命化
リサイクルセンター

の新設
リサイクルセンター

の新設
リサイクルセンター

の新設
リサイクルセンター

の新設
リサイクルセンター

の新設

事業概要 発注仕様書作成
基本計画策定

PFI導入可能性調査
発注仕様書作成

現況測量 生活環境影響調査
都市計画決定等に関
する許認可申請

地質調査

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○ ○ ○ ○ ○

プラ要件の経過措置 － － － － － －

プラ施設整備事業 － － － － － －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設 焼却施設 焼却施設 焼却施設
不燃・粗大・資源

化施設
不燃・粗大・資源

化施設
不燃・粗大・資源化

施設

施設名
クリーンセンター

いず
韮山ごみ焼却場 大仁清掃センター

土肥戸田
衛生センター

伊豆市リサイクル
センター

伊豆市土肥リサイ
クルセンター

韮山リサイクルプラ
ザ

施設所有主体
伊豆市伊豆の国市

廃棄物処理施設組合
伊豆の国市 伊豆の国市

伊豆市沼津市衛生
施設組合

伊豆市 伊豆市 伊豆の国市

型式及び処理方式 ストーカ式 ストーカ式 機械化バッチ式 ストーカ式 選別・破砕・圧縮 選別・破砕・圧縮 選別・破砕・圧縮

処理能力（単位） 82(t/日) 40(t/16h) 20(t/8h) 30(t/8h) 5(t/日） 5(t/日） 8(t/5ｈ）

エネルギー回収の有無 有 無 無 無 － － －

竣工年月 R4.12 S49.9 S55.3 S62.3 R7.3 H8.3 H9.9

廃止又は休止（予定）年月 未定 R5.1廃止 H12休止 R5.1廃止 未定 未定 未定

施設所在地 伊豆市佐野456
伊豆の国市

韮山山木1005-3
伊豆の国市三福

1363-88
伊豆市小土肥1460-

3
伊豆市柏久保68-1

伊豆市小土肥1481-
4

伊豆の国市奈古谷
553-1

想定される浸水深 浸水深5.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.3ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深5.0ｍ

浸水対策

施設地盤高・機械
基礎の嵩上げ、電
気室・中央制御室
の2階以上への設
置、止水板の設置

施設地盤高に対応
した擁壁設置

排水ポンプの設置、
搬入不能時は市内他
資源化施設による対

応を行う。

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考

解体
着手（予定）年月

R7.2
完了（予定）年月

R8.3

解体
着手（予定）年月

R7.4
完了（予定）年月

R9.3
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施設種別
不燃・粗大・資源

化施設
不燃・粗大・資源

化施設
堆肥化施設 最終処分場 最終処分場 最終処分場 最終処分場

施設名 大仁清掃センター
大仁リサイクルセ

ンター
資源循環センター

「農土香」
柿木一般廃棄物最

終処分場
年川一般廃棄物最

終処分場
韮山一般廃棄物最

終処分場
大仁一般廃棄物
最終処分場

施設所有主体 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆市 伊豆市 伊豆の国市 伊豆の国市

型式及び処理方式 選別・破砕・圧縮 選別・破砕・圧縮 堆肥化施設 サンドイッチ方式 サンドイッチ方式 サンドイッチ方式 サンドイッチ方式

処理能力（単位） 15(t/5ｈ） 1.2(t/5ｈ） 5.5(t/日） 34,580(m3) 52,328(m3) 16,000(m3) 33,654(m3)

エネルギー回収の有無 － － － － － － －

竣工年月 S55.3 H11.3 H22.10 H7.9 S62.4 H2.4 H6.4

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 未定 未定 未定 R7.4 R12.3

施設所在地
伊豆の国市三福

1363-88
伊豆の国市下畑

630-44
伊豆の国市浮橋

1598-1
伊豆市本柿木字軽

野畑156-１
伊豆市年川772-１

伊豆の国市中
1619-1

伊豆の国市三福
1363-88

想定される浸水深 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
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施設種別 最終処分場 汚泥再生処理センター し尿処理施設 し尿処理施設 し尿処理施設

施設名
長岡一般廃棄物
最終処分場

汚泥再生処理センター
「ピュアプラザ」

伊豆の国市衛生セン
ター「きよら江間」

長岡し尿処理場 大仁し尿処理場

施設所有主体 伊豆の国市 伊豆市 伊豆の国市 伊豆の国市 伊豆の国市

型式及び処理方式 サンドイッチ方式
浄化槽汚泥対応型

膜分離高負荷生物脱窒素
処理方式

下水道放流方式
高負荷脱窒素処理

方式
好気二段方式

処理能力（単位） 3,749(m3) 28(kL/日） 23(kL/日） 15(kL/日） 18(kL/日）

エネルギー回収の有無 － － － － －

竣工年月 H4.6 H27.3 R4.3 H2.3 S46.6

廃止又は休止（予定）年月 R27.4 未定 未定 R4.3 H27.12

施設所在地
伊豆の国市花坂

62-1
伊豆市田代234 伊豆の国市南江間1809

伊豆の国市墹之上
97

伊豆の国市田京
1259-1

想定される浸水深 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深3.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策 地盤高のかさ上げ

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考

解体
着手（予定）年月

R7.3
完了（予定）年月

R8.3

解体
着手（予定）年月

R7.3
完了（予定）年月

R7.12

16



４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和14年度

人口 構成比 人口 構成比

43,721 58.2% 45,034 66.6%

2,185 2.9% 0 0.0%

10,195 13.6% 11,671 17.3%

56,101 74.6% 56,705 83.8%

18,862 25.1% 10,835 16.0%

198 0.3% 101 0.2%

19,060 25.4% 10,936 16.2%

75,161 100.0% 67,641 100.0%

431 261

15,827 11,587

16,258 11,848

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）
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（２）各構成市町村の生活排水処理に関する現状と目標

人口 構成比 人口 構成比

13,259 46.7% 14,684 58.0%

2,185 7.7% 0 0.0%

3,238 11.4% 4,736 18.7%

18,682 65.8% 19,420 76.7%

9,668 34.1% 5,885 23.2%

33 0.1% 15 0.1%

9,701 34.2% 5,900 23.3%

28,383 100.0% 25,320 100.0%

221 158

8,129 6,955

8,350 7,113

人口 構成比 人口 構成比

30,462 65.1% 30,350 71.7%

0 0.0% 0 0.0%

6,957 14.9% 6,935 16.4%

37,419 80.0% 37,285 88.1%

9,194 19.7% 4,950 11.7%

165 0.4% 86 0.2%

9,359 20.0% 5,036 11.9%

46,778 100.0% 42,321 100.0%

210 103

7,698 4,632

7,908 4,735

令和5年度

令和14年度

目標

実績

実績

目標

令和5年度

令和14年度

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

伊豆市

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

合計（キロリットル）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計（キロリットル）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

伊豆の国市

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

ア 生活排水処理の現状と今後

伊豆市、伊豆の国市の生活排水処理については、引き続き、下水道や農業集落排水処理施設等が整備さ
れていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていく。

合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 3 4

事業主体 伊豆市 伊豆の国市

事業名称 浄化槽設置整備事業 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和5年度）
16基 9基

処理人口（人） 39人 55人

整備計画

整備計画基数（基） 350基 70基

整備計画人口（人） 1,190人 448人

事業期間 R7～R13 R7～R13

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

伊豆市国土強靭化地
域計画

－

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

ア ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

伊豆市
・環境を守り、資源を大切にする心を育み、効果的な行動を促すために小・中学校での環境学習を推進する。
・市民が気軽に参加し、環境保全や資源循環に対する知識と行動を習得してもらうために各種の学習機会を設け
る。
・市民・事業者に率先して発生抑制・資源化の行動を起こしてもらえるよう説明し、循環型社会を形成するための
取り組みに関する情報を広報、ホームページで提供する。
・地域ごとの特性を踏まえた行動の促進及び拡大を図るため、各地域における活動状況の収集及び情報提供を推進
し、市民が実践しやすいものから取り組んでもらえるようにする。
また、地域コミュニティにおける人と人の結びつきを強め、単身者や外国人も含めた地域活動や排出ルールの遵守
を促進する。
・食品ロスの削減へ向けて啓発を行っていくとともに、食品ロスの削減に取り組む各種団体との連携を図る。ま
た、食べ切り運動を促進するなど、飲食店や家庭における食べ残しゼロを推進する。
・可燃ごみに含まれる水分を切ることは、焼却施設の安定した運転や、ごみの減量化に繋がるため、市民に向けて
生ごみの水切り運動の啓発に努める。また、市民に対し、生ごみ処理機器・生ごみ処理容器（コンポスト等）など
を利用した生ごみの資源化を働きかける。
・民間事業者による店頭回収等の普及により、市民と事業者による資源化システムの構築を促進する。また、市民
に対し、繰り返し使える容器、詰め替え容器の利用を働きかける。マイバッグ運動を展開し、レジ袋等の削減を推
進する。
・マイカップ、マイ箸、マイ容器の利用を推進する。イベントなどにおけるリユース食器の利用を普及する。

・市民に対し、繰り返し使える容器、詰め替え容器の利用及び再生品の購入を心掛けるライフスタイルを選択する
よう啓発する。また、不要品の再使用を促進するため、不要品の情報収集・提供及び市民が不要となった物を持ち
寄り交換するための場の提供などを推進する。
・木質粗大ごみ等を民間事業者と連携したリサイクル、可燃ごみの水切りにより、可燃ごみの減量化と資源化を行
う。
・家庭で使用済みとなった廃食用油を回収し、再利用する事業に取り組む。
・共同住宅等に関しては、ごみの分別や排出ルールが守られないケースがあることから、共同住宅等の管理者、経
営者に対し、共同住宅から発生する廃棄物の管理徹底を求める。
・集団回収に対しての助成金制度や環境保全活動に対しての奨励金制度は、継続して実施する。
・市民に対して、「ごみの出し方便利帳」、「ごみ収集カレンダー」に従って分別を徹底するよう周知を図る。
・分別収集したごみは中間処理し、資源化を優先的に行い、資源化が困難なごみについては焼却処理をする。引き
続き資源の循環が図りやすい処理体制を推進しリサイクル率向上に努める。
・残渣類（焼却残渣等）の有効活用、新たな資源分別回収品目の検討を行う。

伊豆の国市
・ごみの排出抑制や再生利用の推進、住民の意識改革を進めるため、指定ごみ袋による有料化により、廃棄物処理
手数料の徴収を行っている。今後、ごみの排出抑制を図るため、経済的なインセンティブ等の活用により手数料の
見直しを進める。
・広報紙「広報いずのくに」やホームページ、コミュニティＦＭ等の媒体を活用し、ごみ処理に関する積極的な情
報発信を行う。また、ごみの減量化や資源化に関する社会意識の向上を図るため、学校等によるごみ処理施設の見
学や職場の体験実習の受け入れを通じた環境教育活動に取り組む。
・「ごみの分け方・出し方」のパンフレットの配布、ごみの施設への直接搬入時における指導、団体等への出前講
座の実施等を通じて、分別方法を広く周知する。さらに、現在運用中のLINEによる分別方法や出し方の検索アプリ
について、利便性向上のため内容を充実させるとともに、利用者増加のため広報を実施する。また、ごみ集積所へ
の不適正な排出者への分別指導や、収集運搬許可業者等に対する可燃ごみ搬入時の展開検査の実施により、不適正
処理の軽減、資源化の促進に努める。
・家庭の不用品の有効活用を促進するため、不用品譲渡の仲介を行う「不用品活用バンク」の運営を行う。
・日常生活における食品を「買いすぎない」、「使いきる」、「食べきる」といった基本的な取組に関する市民へ
の啓発、また、事業所等における食品原材料の無駄の削減、賞味期限の適切な管理等の取組への事業者の協力を通
じて、本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまっている食品、いわゆる「食品ロス」の削減推進に努める。
また、国の示す「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」や、第4次静岡県循環型社会形成計画の食品ロス
削減推進に関する項目、本市の食品ロス削減推進計画に基づき、市民への食品ロスに対する意識向上につなげる。
・庁舎及び公共施設内においては、グリーン購入の促進により、再生品利用商品や環境配慮商品等の活用を増や
し、ごみの減量につなげる。
・ごみの資源化の徹底による可燃ごみの減量を進めるだけではなく、埋立量削減のため、焼却灰のリサイクルを含
めた外部処理について今後もその方策等の検討を行う。
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オ 事業系ごみに関する施策内容

伊豆市
・事業者が自らの責任を自覚し、過剰包装・流通包装廃棄物の抑制、店頭回収の実施、再生品の利用・販売等に積
極的に取り組むよう指導を徹底する。事業所を戸別に訪問し、啓発用パンフレットの配布、指導、協力の要請等を
行い、ごみの発生抑制を促進する。また、市民との協働による取り組み、事業者間の再生資源の流通等に関して
は、情報提供や協議・検討の場の提供などにより活動を支援する。
伊豆の国市
・排出事業者や一般廃棄物収集運搬事業者に対し、事業系一般廃棄物と産業廃棄物の区分について広報、指導を実
施するとともに、定期的に市内施設で直接搬入ごみの展開検査等を実施することにより、市で収集できない、産業
廃棄物の搬入を抑止する。

イ プラスチック資源に関する施策内容

伊豆市
・プラスチック製容器包装、発泡スチロール・白色トレー、ペットボトルを収集し、民間処理業者に委託して圧縮
梱包し資源化をしている。プラスチック製品は、令和6年度から資源化を実施。
伊豆の国市
・プラスチック製容器包装、発泡スチロールトレー、ペットボトルを収集し、圧縮梱包し資源化をしている。プラ
スチック製品は、令和7年度から資源化を行う予定である。

伊豆市・伊豆の国市においては、ごみ処理手数料の上乗せを行った指定ごみ袋を導入している。今後もごみ排出量
の減量化を目指し、必要に応じてごみ処理手数料の見直しを図る。

ウ ごみ処理手数料有料化の実施内容

エ リチウム蓄電池に関する対策

伊豆市
・充電式電池やリチウムイオン電池は乾電池の日、モバイルバッテリーは缶以外の金属の日に収集を行っている。
リチウムイオン電池が原因で発生する火災を防止するために、市が発行している「ごみの出し方便利帳」等で分別
の啓発を行う。
伊豆の国市
・リチウムイオン電池はカンの日に収集を行っている。モバイルバッテリーは電池として取り扱い収集を行ってい
る。リチウムイオン電池が原因で発生する火災を防止するために、市が発行している「ワンポイントブック」等で
分別の啓発を行う。
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伊豆市
・平成29年に策定、令和3年に改正した伊豆市災害廃棄物処理計画に基づき、災害時における各種取り組みを実施
し、適正な処理が可能となる体制を構築する。
伊豆の国市
・平成29年に策定、令和5年に改正した伊豆の国市災害廃棄物処理計画に基づき、災害時における各種取り組みを
実施し、適正な処理が可能となる体制を構築する。

キ 生活排水対策

伊豆市
・下水道供用区域内の住宅については、接続のための促進策などの必要な措置を行う。また、下水道への接続を拡
大し、水洗化率の向上を図る。
・農業集落排水処理施設整備区域内では、接続の促進を図る。
・既存の単独処理浄化槽及びし尿汲み取り便槽から、合併処理浄化槽への転換を促進する。
伊豆の国市
・家庭や事業所における適正な生活排水処理に関する情報の提供や、公共水域における河川水質検査の結果等の広
報を通じて、快適な水質環境向上への意識啓発を図る。
・下水道計画との連携を進めながら、公共下水道への切り替え、また、合併処理浄化槽設置整備事業費補助金制度
の活用による単独処理浄化槽及びくみ取りトイレからの合併処理浄化槽への転換を推進し、排水処理の推進を図
る。

カ 災害時の廃棄物処理に関する事項
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

伊豆市伊豆の国市地域各市は、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じ
て、静岡県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評
価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反
映させるものとする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直
すものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

0 1,598,669 0 1,598,669 0 0 0 0 636,214 483,940 478,515

1 伊豆の国市 14 t/5h R11 R13 R11 R13 1,598,669 1,598,669 636,214 483,940 478,515

0

0 523,953 0 523,953 0 0 235,726 255,677 32,550 0 0

2 伊豆の国市 3749 m3 R9 R11 R9 R11 523,953 523,953 235,726 255,677 32,550

0 51,392 0 51,392 0 6,921 15,117 24,368 4,986 0 0

① 伊豆の国市 R8 R8 R8 R8 6,921 6,921 6,921

② 伊豆の国市 R9 R10 R9 R10 26,034 26,034 13,017 13,017

③ 伊豆の国市 R9 R9 R9 R9 2,100 2,100 2,100

④ 伊豆の国市 R10 R10 R10 R10 8,536 8,536 8,536

⑤ 伊豆の国市 R10 R11 R10 R11 5,631 5,631 2,815 2,816

⑥ 伊豆の国市 R11 R11 R11 R11 2,170 2,170 2,170

160,664 141,652 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236

3 伊豆市 R7 R13 R7 R13 160,664 141,652 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

350 基 160,664 141,652 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236 20,236

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

新リサイクルセンター

適正な最終処分のための整備事業

長岡一般廃棄物最終処分場

計画支援事業等

長岡一般廃棄物最終処分場再生事業
発注仕様書作成業務

新リサイクルセンター現況測量業務

新リサイクルセンター生活環境影響調
査業務

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳

新リサイクルセンター許認可申請業務

新リサイクルセンター地質調査業務

新リサイクルセンター基本計画策定等
業務
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

17,962 16,205 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315

4 伊豆の国市 R7 R13 R7 R13 17,962 16,205 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

70 基 17,962 16,205 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 2,352,640 0 2,331,871 22,551 29,472 273,394 302,596 696,301 506,491 501,066合 計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等
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